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平成１８年６月８日

株　主　各　位

第１００回定時株主総会招集ご通知
拝啓　ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　さて、きたる６月２９日（木曜日）午前１０時より宇部市相生町８番１号宇部興
産ビル３階大会議場において当社第１００回定時株主総会を開催いたしますので、
お繰り合わせのうえご出席下さるようお願い申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、後記の参考書類をご検討いただき、同封
の議決権行使書用紙に賛否を表示願いご捺印のうえ折り返しご返送下さいます
ようお願い申し上げます。

敬　具

会 議 の 目 的 事 項

報 告 事 項     　　１．第１００期　　　　　　　　連結貸借対照表および連結損益

計算書ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

　　　　　　　２．第１００期　　　　　　　　営業報告書・貸借対照表および
損益計算書報告の件

決 議 事 項     
　第１号議案　第１００期利益処分案承認の件
　第２号議案　定款一部変更の件
　　　　　　　議案の要領は、後記の「議決権行使についての参考書類」に

記載のとおりであります。
　第３号議案　補欠社外監査役１名選任の件
　第４号議案　故取締役常見和正氏に弔慰金贈呈の件
　第５号議案　取締役および監査役に対し退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り

支給の件
　第６号議案　取締役に対するストックオプション報酬等の額および内容決定

の件
　第７号議案　監査役の報酬等の額改訂の件

以　上

自平成17年４月１日
至平成18年３月31日( )

　お願い　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出
下さいますようお願い申し上げます。お願い

自平成17年４月１日
至平成18年３月31日( )

（証券コード：４２０８）

宇部市大字小串１９７８番地の９６

　 　 　

代表取締役社長 田 村 浩 章
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Ⅰ．営　業　の　概　況

１．企業集団の営業の経過および成果

　当期の経済情勢は、世界的な原燃料価格の高騰が継続しその影響を大きく受

けたものの、米国・アジアを中心に世界経済は堅調に推移し、国内経済におい

ても設備投資と個人消費の増加による民需主導での景気回復が確実な足取りで

進んでまいりました。

　このような状況において、当社グループは平成１６年度を初年度とする３ヵ

年の中期経営計画「Ｎｅｗ２１・ＵＢＥ計画Ⅱ」の早期達成に向け、財務構造改

善への取り組みと、事業収益力の強化・拡大に鋭意努めてまいり、最終年度の

目標数値を一年前倒しして達成いたしました。

　当社グループの連結売上高は前期に比べ３２６億８千３百万円増の５，９５３億

９千１百万円、連結営業利益は９８億５千７百万円増の４２１億６千９百万円、

連結経常利益は９６億２千万円増の３３２億５千４百万円、連結当期純利益は６７億

８千３百万円増の１６０億６百万円となりました。

　また、当社単独では、売上高は前期に比べ２６７億１千８百万円増の２，７５８億

２千２百万円、営業利益は１０億３千８百万円増の２１４億７百万円、経常利益

は２６億１千万円増の１８６億５千７百万円、当期純利益は６億４千３百万円増

の８０億８千万円となりました。

　部門別の概況は次のとおりであります。

化成品・樹脂部門

　ポリブタジエン（合成ゴム）はタイヤ向けを中心に需要が旺盛で出荷は好調

でありました。また、カプロラクタム、ナイロン樹脂の出荷は堅調でありまし

営 業 報 告 書       自平成17年４月１日

至平成18年３月31日

添 付 書 類

（ ）
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た。各製品とも原料価格高騰の影響を大きく受けましたが、良好な需給バラン

スを背景にスプレッド（製品と原料の値差）が改善いたしました。工業薬品の

出荷は概ね堅調でありました。

　この結果、当部門の連結売上高は、一昨年１０月にポリエチレン事業を宇部

丸善ポリエチレン㈱へ移管したものの、前期に比べ１０９億３千３百万円増の

１，７５８億６千８百万円となり、連結営業利益は４１億１千７百万円増の１４９億

７千８百万円となりました。

機能品・ファイン部門

　一昨年夏場以降に調整局面入りしたＩＴ・デジタル市場の需要回復が当期夏

場以降に本格化したことを受けて、液晶・プラズマディスプレイ向けを中心と

するポリイミドフィルム、リチウムイオン電池用電解液・セパレーター、半導

体向け高純度化学薬品などの出荷は好調でありました。医薬品原体・中間体の

出荷は堅調であり、ファインケミカル製品の出荷も総じて好調でありました。

　この結果、当部門の連結売上高は前期に比べ６２億１千４百万円増の８９２億

８千万円となり、連結営業利益は３億４千９百万円増の１０９億６千８百万円と

なりました。

建設資材部門

　セメント・生コン事業は、セメント製造用の石炭等燃料価格高騰の影響を大

きく受けましたが、民間需要の増加や災害復旧需要により出荷は増加いたしま

した。資源リサイクル事業においては各種廃棄物等を原燃料として最大限利用

することにより、原価低減と循環型社会の形成に貢献しております。資源・建

材事業については、床工事用セルフレベリング材などの出荷は総じて堅調であ

りました。

　この結果、当部門の連結売上高は、当期より資源リサイクル事業の取扱高を

売上計上したこともあり、前期に比べ１６６億１千１百万円増の１，９２４億８百万

円となり、連結営業利益は１億１千５百万円増の９７億２千８百万円となりま

した。
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機械・金属成形部門

　機械事業は、運搬機および橋梁などは出荷・受注とも減少いたしましたが、

自動車産業向けダイカストマシンの出荷が好調で受注も大幅に増加いたしまし

た。また韓国向けを中心に製鋼品等の出荷が引き続き好調でありました。

　アルミホイール事業は、昨年３月米国アルミホイール製造会社を解散し、日

本とカナダの２極体制による事業再構築を推進してまいりました。

　この結果、当部門の連結売上高は、米国アルミホイール製造会社の解散およ

び昨年４月船舶修繕事業を営業譲渡したことにより、前期に比べ７３億１百万

円減の１，０２４億６千８百万円でしたが、連結営業利益は５４億３千万円改善し

３７億８百万円となりました。

エネルギー・環境部門

　当部門は、石炭購入価格の高騰等により連結売上高は前期に比べ６０億５千

５百万円増の３１４億９千８百万円となり、連結営業利益は前期並みの２３億

７千６百万円となりました。

その他

　その他の連結売上高は３８億６千９百万円となり、連結営業利益は５億６千

７百万円となりました。

企業集団の資金調達の状況

　当期は、本年３月に行った公募増資による１９６億２千３百万円に加え、自己

資金、金融機関からの借入金などにより所要資金を賄いました。

　なお、当期末連結有利子負債残高は、前期末に比べ５６０億９百万円減少し

３，４１９億４千６百万円となりました。

企業集団の設備投資の状況

　当期は、生産設備の新増設、維持更改、省力化・合理化などを中心に総額

２４７億３千４百万円の投資を行いました。

　当期に完成した主要設備は、建設資材部門における苅田セメント工場での高
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塩素バイパス処理設備であります。

　また、当期に建設中の主要設備は、機能品・ファイン部門における８期ポリ

イミドフィルム製造設備、エネルギー・環境部門における電力卸供給事業用石

炭火力発電所での木質バイオマス燃料導入設備であります。

２．企業集団が対処すべき課題

　今後の経済情勢につきましては、中国などを中心に引き続き世界経済は拡大

基調で推移し、国内経済も民需主導による景気回復が見込まれますが、一方世

界的な原燃料価格の高騰が依然として続いており、為替や金利上昇等の先行き

不透明な要因も懸念されますことから、事業環境は予断を許さない状況が続く

ものと予想されます。

　このような状況の下、当社グループは、中期経営計画「Ｎｅｗ２１・ＵＢＥ計

画Ⅱ」で掲げた最終年度の目標数値を一年前倒しで達成いたしましたが、引き

続き主要経営課題である財務構造改革と収益構造改革を更に推し進め、次期中

期経営計画に向けて一層の飛躍を目指してまいります。

　なお、当社の子会社である宇部興産機械㈱は、公正取引委員会より鋼橋工事

に関し独占禁止法に基づく勧告を受け、これを応諾し、再発防止体制を再構築

いたしました。同社がこのような事態に立ち至りましたことは、当社としても

誠に遺憾であり厳粛に受け止めております。

　当社グループは、企業の社会的責任に対する関心が高まりを見せている中、

かねてより環境に対する積極的な取り組みを行うとともに、労働災害や設備災

害の防止、コーポレート・ガバナンス体制の構築、コンプライアンスの徹底な

ど、誠実に行動する企業グループとして評価されるよう努力してまいりました

が、加えて内部統制システムの整備・運用に努め社会的責任を果たしてまいり

ます。

　株主各位におかれましては、今後とも一層のご支援とご協力を賜りますよう、

切にお願い申し上げます。



― ６ ―

３．企業集団および当社の業績および財産の状況の推移

(1) 企業集団の業績および財産の状況の推移

第９７期 第９８期 第９９期 第１００期
区　　　 分

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

売　　上　　高(百万円) ５１３，５３５ ５１１，３７３ ５６２，７０８ ５９５，３９１

営　業　利　益(百万円) ２６，３９９ ２２，０１７ ３２，３１２ ４２，１６９

経　常　利　益(百万円) １６，０５２ １５，１３７ ２３，６３４ ３３，２５４

当 期 純 利 益       (百万円) ８，１２０ △１３，６３５ ９，２２３ １６，００６

株　主　資　本(百万円) ９６，１６１ ８５，７５６ １０８，３８３ １４９，７６３

総　　資　　産(百万円) ７４５，８９０ ６９９，４９８ ７０６，６８６ ７００，４３７

1 株当たり当期純利益(円) ９．６１ △１６．０７ １０．０７ １６．８３

1 株当たり株主資本(円) １１４．５５ ９８．７７ １１５．３０ １４８．７１

連 結 子 法 人 等 の 数 ６８ ７１ ７０ ６６

持分法 適用会 社の 数 ４８ ３９ ３６ ３５

　（注）１．　第９７期（平成１４年度）は宇部サイコン㈱と三菱レイヨン㈱のＡＢＳ事業を

統合したＵＭＧ ＡＢＳ㈱発足の影響もあり売上高は前期に比べ２４０億円減
少しましたが、米国・アジア向け輸出が堅調に推移したことなどにより業績

は向上しました。

　　　　２．　第９８期（平成１５年度）はセメント内需の一段の減少などにより売上高は

前期に比べ２１億円減となり、固定資産に係る減損会計基準の前倒し適用に

より当期純損失を計上しました。

　　　　３．　第９９期（平成１６年度）は国内経済が着実に回復する中、事業収益力の一層の

強化・拡大に努めましたので、売上高は前期に比べ５１３億円増となり、業績

も向上しました。

　　　　４．　第１００期（平成１７年度）は前記「１．企業集団の営業の経過および成果」に

おいて述べたとおりであります。
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(2) 当社の業績および財産の状況の推移

第９７期 第９８期 第９９期 第１００期
区　　　 分

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

売　　上　　高(百万円) ２２９，２７２ ２２７，０１７ ２４９，１０４ ２７５，８２２

営　業　利　益(百万円) １２，１４８ １３，４３６ ２０，３６９ ２１，４０７

経　常　利　益(百万円) ６，６４４ ８，６０３ １６，０４７ １８，６５７

当 期 純 利 益       (百万円) ４，０５８ △９，０９０ ７，４３７ ８，０８０

株　主　資　本(百万円) ９０，８８６ ８５，８７１ ９７，６９５ １２７，９２４

総　　資　　産(百万円) ４８７，８０９ ４３５，９７１ ４６７，９４６ ４６２，０４７

1 株当たり当期純利益(円) ４．８１ △１０．６２ ８．１３ ８．４９

1 株当たり株主資本(円) １０７．７９ ９８．５９ １０３．６２ １２６．７８
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Ⅱ．会 社 の 概 況（平成１８年３月３１日現在）
１．企業集団の主要な事業内容

化成品・樹脂部門 カプロラクタム、ナイロン樹脂、工業薬品、ポリブタジエン

機能品・ファイン部門 機能性材料、ファインケミカル、医薬品

建 設 資 材 部 門 セメント、クリンカー、生コンクリート、建設資材製品

機械・金属成形部門 諸機械器具、アルミホイール

エネルギー・環境部門 石炭、電力

そ の 他 不動産

２．企業集団の主要な事業所
　(1) 当　社

　　本　　　　　　社　　宇部、東京
　　営   業   所        　　大阪支店、名古屋支店
　　工   場   等        

　　　化 学 生 産 部 門        ：千葉石油化学工場(市原市)、宇部ケミカル工場
　　　　　　　　　　　　西沖工場(宇部市)、堺工場
　　　建 設 資 材 部 門        ：宇部セメント工場、伊佐セメント工場(美祢市)

　　　　　　　　　　　　苅田セメント工場(福岡県苅田町)
　　　機械・金属成形部門：宇部アルミホイール工場
　　　エネルギー・環境部門：沖の山コールセンター(宇部市)

　　研   究   所        　　宇部研究所、高分子研究所(市原市)
　(2) 子法人等
宇部興産機械㈱　（宇部市）
宇部マテリアルズ㈱　（宇部市）
宇部アンモニア工業㈲　（宇部市）
宇部日東化成㈱　（東京都中央区）
ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリカ・メイソン・プラント，インコーポレーテッド （米国）
ウベ・マシナリー，インコーポレーテッド　（米国）
ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリカ・サーニア・プラント，インコーポレーテッド （カナダ）
ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエー （スペイン）
ウベ・エンジニアリング・プラスチックス，エスエー （スペイン）
タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・リミテッド （タイ）
タイ・シンセティック・ラバーズ，カンパニー・リミテッド （タイ）
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３．企業集団の従業員の状況

(1) 企業集団の従業員数

化成品･樹脂
部　　門

機能品・
ファイン部門

化学生産
部　　門

建設資材
部　　門

機械･金属
成形部門

エネルギー・
環境部門

その他
全　　社
（共　通）

合 　計

 １，８０７  １，３１１  １，１０７  ２，９１３  １，９６４  ２２８  ４１３  ９３０  １０，６７３

(2) 当社の従業員数

化成品･樹脂
部　　門

機能品・
ファイン部門

化学生産
部　　門

建設資材
部　　門

機械･金属
成形部門

エネルギー・
環境部門

その他
全　　社
（共　通）

合 　計

 １４５  ２１７  １，１０７  ５１８  ２５７  １８２  －  ９３０  ３，３５６

　従業員数は前期末に比べ５人減少し、平均年令は４２．３才、平均勤続年数は２０．４年でありま
す。

４．当社の株式の状況
(1)　会社が発行する株式の総数

(2)　発行済株式総数
　　　発行済株式総数は公募増資などにより前期末に比べ66,000,000株増加いたしました。

(3)　当 期末株主数       
　　　当期末株主数は前期末に比べ２，７６９名減少いたしました。

(4)　大  株  主       

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況
株　　主　　名

持 株 数    出資比率 持 株 数    出資比率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) １２５，９６４ １２．４８ 　　　－ －

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) ６０，９９４ ６．０５ 　　　－ －

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドン １９，６０９ １．９４ 　　　－ －

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 １７，８１０ １．７７ 　　　－ －

日 本 興 亜 損 害 保 険 株 式 会 社 １６，３７３ １．６２ 　　　－ －

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 １６，３５６ １．６２ 　　　－ －

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー５０５０１９ １５，９８６ １．５８ 　　　－ －

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｂ口） １５，７６０ １．５６ 　　　－ －

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 １５，０００ １．４９ 　　　－ －

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４) １３，８６４ １．３７ 　　　－ －

　（注）当社は、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行の持株会社である㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの普通株式２，６５５．５４株（出
資比率０．０３％）を所有しております。

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

３，３００，０００，０００株

１，００８，９９３，９２３株

９９，８０１名

千株　　　　　  ％
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(5)　自己株式の取得、処分等および保有
　 ①取得株式
　　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　 ２７８千株
　　　　　　　取得価額の総額　　　　　　　　　７７百万円
　 ②処分株式
　　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　 ４４９千株
　　　　　　　処分価額の総額　　　　　　　　　９４百万円
　 ③決算期における保有株式
　　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　 ２７５千株

５．企業結合の状況

(1) 企業結合の成果

　　当期連結決算のセグメント別概況は次のとおりであります。

区　　分
化成品・
樹 脂

機能品・
ファイン

建設資材
機　械・
金属成形

エネルギー・
環　　境

その他 計
消　　去
又は全社

連　結

売 上 高
（億円）

１，７５８ ８９２ １，９２４ １，０２４ ３１４ ３８ ５，９５３ － ５，９５３

営業利益
（億円）

１４９ １０９ ９７ ３７ ２３ ５ ４２３ △１ ４２１

総 資 産
（億円）

２,０８６ １，０２２ ２，１７１ ９４３ ５１４ ５２ ６，７９０ ２１３ ７，００４

連結子法
人等の数

９ １０ ３０ １０ ２ ５ ６６ － ６６

持分法適用
会社 の 数

７ １ １５ ２ ２ ８ ３５ － ３５
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 (2) 重要な子法人等の状況

会　　社　　名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

宇 部 興 産 機 械 ㈱ 　　６，７００ １００．００ 一般産業用機械　橋梁の製造、販売

宇部マテリアルズ㈱ 　　４，０４７
１６０．４５
　（０．７２）

マグネシアクリンカー　生石灰　消石灰
炭酸カルシウムの製造、販売

宇部アンモニア工業㈲ 　　４，０００ １５０．６３ アンモニアの製造、販売

宇 部 日 東 化 成 ㈱ 　　２，４９３ １００．００
電子・情報材料　ＦＲＰ　産業資材
機能繊維の製造、販売

ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリ
カ・メイソン・プラント，インコーポレー
テッド

２０８，４００ １００．００ 米国でのアルミホイールの製造、販売

ウベ・マシナリー，インコーポレーテッド 　１３，０００
１００．００
（１００．００）

米国における油圧機器の組立、販売

ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリ
カ・サーニア・プラント，インコーポレー
テッド

　８５，３８３ １００．００
カナダでのアルミホイールの製造、
販売

ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエー 　３４，２６５
１００．００
（１００．００）

カプロラクタム　硫安　１・６ヘキサ
ンジオールの製造、販売

ウベ・エンジニアリング・プラスチックス，
エスエー 　１３，１６０

１００．００
（１００．００）

ナイロン樹脂の製造、販売

タイ・カプロラクタム，パブリック・カン
パニー・リミテッド 　　８，５７６ １９０．８８ カプロラクタム　硫安の製造、販売

タイ・シンセティック・ラバーズ，カンパ
ニー・リミテッド 　　１，１０６ １７３．１０ ポリブタジエンの製造、販売

(注) 議決権比率欄の(　)内は、当社の子法人等が所有する議決権比率を内数で示しております。

百万円 ％

千カナダドル

千ユーロ

百万バーツ

千米ドル
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６．当社の主要な借入先

借　　入　　先 借入金残高
借 入 先 が 保 有 す る
当社株式数(出資比率)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 ２０，２８４ １５，０００ （１．４９）

日 本 政 策 投 資 銀 行 １９，１５０ 　－ （　－　）

株式会社みずほコーポレート銀行 １９，０１４  １２，４８７ （１．２４）

農 林 中 央 金 庫 １７，５１２ １２，３７４ （１．２３）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 １６，４５８ ３，５００ （０．３５）

７．当社の取締役および監査役

代表取締役社長 田　村　浩　章

代 表 取 締 役 千　葉　泰　久

代 表 取 締 役 岡　田　和　彦

取 締 役 松　本　　　卓

取 締 役 古　川　陽　道

取 締 役 宇　野　雅　夫

社 外 取 締 役 松　本　善　臣

社 外 取 締 役 元　田　充　隆

常任監査役（常勤） 池　田　　　浩

常任監査役（常勤） 樫　部　正　樹

常任監査役（常勤） 山　中　和　郎

監　査　役 瀧　本　博　志

　(注)  当期中に退任した取締役および監査役（役名は退任時）
代表取締役副社長 小　池　裕　之

取締役（専務待遇） 鈴　木　征　夫

取締役（専務待遇） 平　野　忠　昭

取締役（常務待遇） 田　村　　　勲

常任監査役（常勤） 山　本　　　正

監　査　役 福　田　浩　一

（平成１７年６月２９日退任）

取締役会長 常　見　和　正

（平成１８年３月１３日逝去）

％百万円 千株
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８．当社の取締役および監査役に支払った報酬等の額

　　　　取締役１３名　　　　　 ２５５百万円
　　　　監査役　６名　　　　　　５５百万円

　　(注)１.上記のほか、退任取締役４名に対し２４９百万円、退任監査役２名に対し４３百万

円の退職慰労金を支払っております。

　　 　 ２.当期末現在の人員は取締役８名、監査役４名であります。

９．企業集団の会計監査人に対する報酬等の額

　(1) 当社および当社の子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

　　　７５百万円

　(2) 上記(1)の合計額のうち、監査証明業務の対価として支払うべき報酬等の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３百万円

　(3) 上記(2)の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４百万円

　　(注)当社と会計監査人との監査契約において、「株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律」に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分

しておらず、実質的にも区分できないため、(3)の金額にはこれらの合計額を記載

しております。
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　　　　　　　　 連 結 貸 借 対 照 表 （平成18年３月31日現在）
科　　　目 金　 額 科　　　目 金　 額

　　　（資　産　の　部） 　　（負　債　の　部）

　　流　動　資　産 268,559 流　動　負　債 291,293
現 金 及 び 預 金  20,623 支払手形及び買掛金 97,070
受取手形及び売掛金 147,823 短 期 借 入 金 123,951
有 価 証 券 10 一年以内償還社債 14,460
た な 卸 資 産 81,459 未 払 金 28,553
繰 延 税 金 資 産 5,319 未 払 法 人 税 等 4,577
そ の 他 14,807 賞 与 引 当 金 6,849
貸 倒 引 当 金（－）  1,482 受 注 損 失 引 当 金 290

　　固　定　資　産 431,870 そ の 他 15,543
　　　有 形 固 定 資 産         357,519 固　定　負　債 240,781
建 物 及 び 構 築 物 99,827 社 債 2,520
機械装置及び運搬具 156,625 転 　 換 　 社 　 債 19,898
土 地 83,150 長 期 借 入 金 181,117
建 設 仮 勘 定 10,239 繰 延 税 金 負 債 1,414
そ の 他 7,678 退 職 給 付 引 当 金 10,118

　　　無 形 固 定 資 産         4,812 役員退職慰労引当金 1,345
そ の 他 4,812 特 別 修 繕 引 当 金   174

　　　投資その他の資産         69,539 事 業 損 失 引 当 金 2,533
投 資 有 価 証 券 52,487 持分法適用に伴う負債 606
長 期 貸 付 金 2,186 連 結 調 整 勘 定 6,631
繰 延 税 金 資 産 6,154 そ の 他 14,425
そ の 他 13,674 　　負　債　合　計 532,074
貸 倒 引 当 金（－）   4,962

　　繰　延　資　産 8 　　（少数株主持分）         

社 債 発 行 費 8 少数株主持分 18,600

　　（資　本　の　部）

資　　本　　金 58,399
資 本 剰 余 金 28,294
利 益 剰 余 金 52,708
再評価積立金 365
その他有価証券評価差額金 11,588
為替換算調整勘定 （－）  1,265
自　己　株　式 （－）       326
　　資　本　合　計 149,763

　　資　産　合　計 700,437 負債、少数株主持分及び資本合計 700,437

百万円 百万円
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連 結 損 益 計 算 書
　　　　 科　　　　　　　　　 目  金　　　　　　　　　　額

　　売 上 高 595,391
　　売　　上　　原　　価 474,997
　　　売　上　総　利　益 120,394

　　販売費及び一般管理費 78,225
　　　営 業 利 益 42,169

　　営 業 外 収 益 9,936
　 受 取 利 息 350
　 受 取 配 当 金 1,249
　 賃 貸 料 2,443
　 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 362
　 持分法による投資利益 1,135
　 そ の 他 4,397

　　営 業 外 費 用 18,851
　 支 払 利 息 7,822
　 賃 貸 資 産 経 費 2,252
　 為 替 差 損 829
　 そ の 他 7,948
　　　経　　常　　利　　益 33,254

　　特　　別　　利　　益 701
　 過 年 度 損 益 修 正 益 286
　 固 定 資 産 売 却 益 165
　 投 資 有 価 証 券 売 却 益 47
　 貸 倒 引 当 金 取 崩 額 14
　 そ の 他 特 別 利 益 189

　　特　　別　　損　　失 7,321
　 固 定 資 産 処 分 損 1,322
　 投 資 有 価 証 券 売 却 損 267
　 減 損 損 失 294
　 投 資 有 価 証 券 評 価 損 327
　 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 471
　 特 別 退 職 金 467
　 関 連 事 業 損 失 3,017
　 Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 費 用 626
　 そ の 他 特 別 損 失 530
　　　税金等調整前当期純利益 26,634
　　　法人税､住民税及び事業税 7,103
　　　法 人 税 等 調 整 額 2,562
　　　少 数 株 主 利 益 963
　　　当 期 純 利 益 16,006

（ 　　　）自平成17年４月１日
至平成18年３月31日

百万円 百万円
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注記事項

連結計算書類作成のための基本となる事項
１．連結の範囲に関する事項

　　連結子法人等の数　６６社

　　　主要な連結子法人等の名称は、「営業報告書 Ⅱ．会社の概況 ５．企業結合の状況」に記載している。

　　非連結子法人等の数　３９社

　　　主要な非連結子法人等の名称　宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱

　　　なお、非連結子法人等は総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益の額のうち持分に見合う額の

合計額及び利益剰余金等の額のうち持分に見合う額の合計額がいずれも少額であり、全体としても連

結計算書類に重要な影響を及ぼさないので連結の範囲から除外している。

２．持分法の適用に関する事項

　　持分法を適用した非連結子法人等の数　１９社

　　　主要な持分法を適用した非連結子法人等の名称　宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱

　　持分法を適用した関連会社の数　１６社

　　　主要な持分法を適用した関連会社の名称　宇部三菱セメント㈱、ユーエムジー・エービーエス㈱

　　持分法を適用しない非連結子法人等の数　２０社

　　　主要な持分法を適用しない非連結子法人等の名称　㈱宇部ケムスタッフ

　　持分法を適用しない関連会社の数　３２社

　　　主要な持分法を適用しない関連会社の名称　㈱北見宇部

　　　なお、持分法を適用していない非連結子法人等及び関連会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金

に重要な影響を及ぼさないので持分法の適用から除外している。

３．連結の範囲の変更

　　　連結子法人等である㈱北海道宇部は連結子法人等であった後志宇部コンクリート工業㈱及び非連結

子法人等であった㈱小樽宇部を吸収合併した。

　　　連結子法人等であるウベ・アメリカ，インコーポレーテッドは連結子法人等であったウベ・インター

ナショナル・ユーエスエー，インコーポレーテッドを吸収合併した。

　　　連結子法人等であったウベ・コーポレーション・ユーエスエーについては、当期中に清算結了したた

め、連結の範囲から除外した。

　　　連結子法人等であった宇部採石工業㈱については、株式売却により子法人等でなくなったため、当期

より連結の範囲から除外した。

４．持分法の適用の範囲の変更

　　　持分法を適用していた宇部物産マグネシウム㈱については当期中に清算結了したため、持分法の適用

から除外した。

５．連結子法人等の事業年度に関する事項
　　　連結子法人等のうち、ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエーほか１４社の決算日は、１２月３１日である。

　　　連結計算書類の作成に当たっては、ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエーほか１４社については

１２月３１日現在の計算書類を使用している。

　　　なお、１月１日から連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

いる。

６．重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満 期 保 有 目 的 の 債 券：償却原価法（定額法）

そ の 他 有 価 証 券：時価のあるもの
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　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

　　法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　但し、匿名組合出資金については、当該匿名組合の直近決算期

における純資産の当社持分割合で評価している。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法に基づく原価基準により評価している。

　(3) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産：当社は主として定額法を採用しているが、多くの連結子法人等は定率法を採用

している。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

は定額法を採用している。

無 形 固 定 資 産：鉱業権については生産高比例法、その他については定額法を採用している。な

お、ソフトウェアについては社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用している。

　(4) 繰延資産の処理の方法

社債発行費については、繰延資産に計上し、商法の規定している最長期間により均等償却している。

新株発行費については、支出時に全額費用処理している。

　(5) 引当金の計上の方法

貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上するほか、個別に

回収不能を見積った債権を除いた一般債権に対して過去の一定期間にお

ける貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上している。

賞 与 引 当 金：従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上して

いる。

受 注 損 失 引 当 金：受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失が発生する可能性が高いと

見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能な受注契約につ

いて、損失見込額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。なお、会計基準変更時差異（３１，３３２百

万円）については、１３年による按分額を費用処理している。また、一部

の連結子法人等は会計基準変更時差異を一括償却しており、このうち１社

は退職給付信託を設定している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５～１４年）による定率法により費用処理している。なお一部の子法

人等は定額法を採用している。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１０～１４年）による定率法により、翌期から費用処理している。

　なお一部の子法人等は定額法を採用している。

　また、執行役員に対する退職慰労金に充てるため、執行役員退職慰労金支

給内規に基づき計算した期末要支給額を計上している。

役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基づき計算し

た期末要支給額を計上している。
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事 業 損 失 引 当 金：当社及び連結子法人等が営む事業に関連して今後発生が見込まれる損失に

　ついて、合理的に見積もり可能な金額を計上している。

(6) リース取引の処理の方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(7) 消費税等の処理の方法

税抜方式によっている。

(8) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。なお、在外子法人等の資産及び負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めている。

(9) 連結子法人等の資産及び負債の評価方法

全面時価評価法によっている。

(10) 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、その効果の発現する期間に応じて償却することとし、償却期間は原則として計

上後２０年で償却している。

(11) 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成している。

会計方針の変更

　　従来、セメント製造工程で処理する廃棄物の有償受入による収益から費用を控除した純額を売上原

価から控除していたが、資源リサイクル事業を収益事業と位置付け、営業品目化したことに伴い、当

期よりセメント製造工程で処理する廃棄物の有償受入による収益は売上高に、費用は売上原価と販売

費及び一般管理費に計上する処理に変更した。

　　この変更に伴い、従来の会計処理によった場合と比べ当期においては売上高が９，００６百万円、売上原

価が８，５４９百万円、販売費及び一般管理費が４５７百万円それぞれ増加しているが、営業利益、経常利益、

税金等調整前当期純利益に与える影響はない。

連結貸借対照表関係

１．有形固定資産の減価償却累計額 ５９１，００６ 百万円

　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。

２．担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 ２０ 百万円

受 取 手 形 １，８４５ 百万円

売 掛 金 ４６７ 百万円

有 ・ 無 形 固 定 資 産 １９８，２０４ 百万円

投 資 有 価 証 券 ８，４００ 百万円

３．保 証 債 務 等 ６，６２２ 百万円

４．受 取 手 形 割 引 高 ２，９４８ 百万円

５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 ８４ 百万円

６．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示している。

連結損益計算書関係

１．一株当たりの当期純利益 　　　　　 １６円 ８３銭

２．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示している。
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平成18年５月８日

独立監査人の監査報告書

宇部興産株式会社
取  締  役  会　御中

　当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第19条の２

第３項の規定に基づき、宇部興産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日

までの第100期営業年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表及び連結損益計

算書について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、

この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社又は連結子会社に対する監査

手続を含んでいる。

　監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定款に従い宇部興産

株式会社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産及び損益の状態を正しく示し

ているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上

連結計算書類に係る会計監査人監査報告書謄本

　　　　公認会計士　渡　邉　和　紀

　　　　公認会計士　小 野 隆 良       

　　　　公認会計士　成 田 智 弘       

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員
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１. 監査役の監査の方法の概要

　各監査役は、監査役会が定めた当期の監査方針、監査計画等に従い、連結計算書類に

ついて取締役等及び会計監査人から報告を受け、監査いたしました。

２. 監査の結果

　会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年５月10日

連結計算書類に係る監査報告書

連結計算書類に係る監査役会監査報告書謄本

　当監査役会は、平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第100期営業年度の連結計

算書類（連結貸借対照表及び連結損益計算書）に関して各監査役から監査の方法及び結果

の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

宇部興産株式会社 監査役会

　　　常任監査役(常勤) 池 田 　 浩

　　　常任監査役(常勤) 樫 部 正 樹

　　　常任監査役(常勤) 山 中 和 郎

　　　 監　査　役 瀧 本 博 志

　（注）　監査役山中和郎及び監査役瀧本博志は、旧「株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。
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　　　　　　　　 貸　借　対　照　表 （平成18年３月31日現在）

科　　　目 金　 額 科　　　目 金　 額

　　　（資　産　の　部） 　　（負　債　の　部）
　　流　動　資　産 123,016 流　動　負　債 156,750
現 金 及 び 預 金 5,526 支 払 手 形 2,055
受 取 手 形 4,299 買　　　掛　　　金 39,821
売 掛 金 66,284 短 期 借 入 金 66,220
製　　　　　　　品 13,852 一年以内償還社債 14,000
仕　　　掛　　　品 6,180 未 払 金 19,928
原材料及び貯蔵品 10,572 未 払 法 人 税 等 883
前 　 払 　 費 　 用 616 未 払 費 用 3,710
繰 延 税 金 資 産 2,195 前 受 金 377
短 期 貸 付 金 1,188 預 り 金 6,411
未 収 入 金 12,178 賞 与 引 当 金 3,177
そ の 他 401 そ の 他 163
貸 倒 引 当 金 （－）  280 固　定　負　債 177,372

　　固　定　資　産 339,031 転 　 換 　 社 　 債 19,908
　　　有 形 固 定 資 産         199,898 長 期 借 入 金 144,598
建 物 29,097 繰 延 税 金 負 債 7,482
構　　　築　　　物 37,985 退 職 給 付 引 当 金 2,655
機 　 械 　 装 　 置 70,033 役員退職慰労引当金   376
車 両 運 搬 具 53 特 別 修 繕 引 当 金 31
工具器具及び備品 4,623 関連事業損失引当金 642
土 地 53,984 そ の 他 1,677
建 設 仮 勘 定 4,120 　　負　債　合　計 334,123

　　　無 形 固 定 資 産         3,330
鉱　　　業　　　権 903 　　（資　本　の　部）
ソ フ ト ウ ェ ア 2,109 資　　本　　金 58,399
そ の 他 317 資 本 剰 余 金 29,195

　　　投資その他の資産         135,802 資 本 準 備 金 25,680
投 資 有 価 証 券 27,449 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,515
関 係 会 社 株 式 97,787 　 資本金及び資本準備金減少差益 3,515
関 係 会 社 出 資 金 3,697 利 益 剰 余 金 29,771
長 期 貸 付 金 12,204 任 意 積 立 金 17,910
長 期 前 払 費 用 3,472 配 当 引 当 積 立 金 120
そ の 他 4,256 減 債 積 立 金 300
貸 倒 引 当 金（－） 13,065 特 別 償 却 積 立 金 85

固定資産圧縮積立金 12,405
別 途 積 立 金 5,000
当 期 未 処 分 利 益 11,861
その他有価証券評価差額金 10,628
自　己　株　式 （－）        69
　　資　本　合　計 127,924

　　資　産　合　計 462,047 　　負債及び資本合計 462,047

百万円 百万円



― 22 ―

　　　　　　　　 損　益　計　算　書
　　　　 科　　　　　　　　　 目  金　　　　　　　　　　額

　　売 上 高 275,822
　　売　　上　　原　　価 216,716
　　　売　上　総　利　益 59,105

　　販売費及び一般管理費 37,698
　　　営 業 利 益 21,407

　　営 業 外 収 益 9,178
　 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,942
　 そ の 他 6,236   

　　営 業 外 費 用 11,927
　 支 払 利 息 4,834
　 そ の 他 7,093
　　　経　　常　　利　　益 18,657

　　特　　別　　利　　益 8,269
　 固 定 資 産 売 却 益 111
　 投 資 有 価 証 券 売 却 益 24
　 投資損失引当金取崩額 1,011
　 関連事業損失引当金取崩額 6,635
　 貸 倒 引 当 金 取 崩 額 12
　 設 備 補 助 金 収 入 188
　 過 年 度 損 益 修 正 益 286

　　特　　別　　損　　失 13,723
　 固 定 資 産 処 分 損 732
　 関 係 会 社 株 式 売 却 損 674
　 投 資 有 価 証 券 評 価 損 326
　 関 係 会 社 株 式 評 価 損 9,858
　 減 損 損 失 108
　 関 連 事 業 損 失 1,272
　 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 276
　 Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 費 用 474
　　　税 引 前 当 期 純 利 益 13,204
　　　法人税､住民税及び事業税 1,904
　　　法 人 税 等 調 整 額 3,220
　　　当 期 純 利 益 8,080
　　　前 期 繰 越 利 益 3,781
　　　当 期 未 処 分 利 益 11,861

（ 　　　）自平成17年４月１日
至平成18年３月31日

百万円 百万円
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注記事項

１．重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
満 期 保 有 目 的 の 債 券：償却原価法（定額法）
子会社及び関連会社株式：移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券：時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの
　　移動平均法による原価法
　　但し、匿名組合出資金については、当該匿名組合の直近決算
期における純資産の当社持分割合で評価している。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
製 品：原価法（総平均法）
仕 掛 品：原価法（総平均法、個別法）
原材料及び貯蔵品：原価法（総平均法）

　(3) 固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産
建物、構築物、機械装置：定額法
そ の 他：主として定率法

　宇部アルミホイール工場の工具器具備品は定額法

　　　無形固定資産
鉱 業 権：生産高比例法
ソ フ ト ウ ェ ア：社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
そ の 他：定額法

　(4) 繰延資産の処理の方法
新 株 発 行 費：支出時に全額費用処理している。

　(5) 引当金の計上の方法
貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上するほか、個
別に回収不能を見積った債権を除いた一般債権に対して、過去の一定期
間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上してい
る。

投 資 損 失 引 当 金：関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討し
て必要と認められる額を計上している。なお、当引当金３，３８６百万円は、
貸借対照表上、関係会社株式から直接控除している。

賞 与 引 当 金：従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上し
ている。

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上している。なお、会計基準変更時差異（２７，９０３
百万円）については、１３年による按分額を費用処理している。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（１３年）による定率法により費用処理している。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（１３年）による定率法により、翌期から費用処理している。
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　また、執行役員に対する退職慰労金に充てるため、執行役員退職慰労金
支給内規に基づき計算した期末要支給額を計上している。

役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基づき計算
した期末要支給額を計上している。

関連事業損失引当金：関係会社の財政状態の悪化に伴う損失に備えるため、投資額を超えて当
社が負担することとなる損失見込額を計上している。

(6) リース取引の処理の方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(7) 消費税等の処理の方法：税抜方式によっている。

２．会計方針の変更
　従来、セメント製造工程で処理する廃棄物の有償受入による収益から費用を控除した純額を売上原
価から控除していたが、資源リサイクル事業を収益事業と位置付け、営業品目化したことに伴い、当
期よりセメント製造工程で処理する廃棄物の有償受入による収益は売上高に、費用は売上原価と販売
費及び一般管理費に計上する処理に変更した。
　この変更に伴い、従来の会計処理によった場合と比べ当期においては売上高が９，２９４百万円、売上
原価が８，８３７百万円、販売費及び一般管理費が４５６百万円それぞれ増加しているが、営業利益、経常
利益、税引前当期純利益に与える影響はない。

３．貸借対照表関係

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 ３４８，３２０ 百万円
　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。
(2) 関係会社に対する短期金銭債権 ３４，６３５ 百万円
　　関係会社に対する長期金銭債権 １１，８５５ 百万円
　　関係会社に対する短期金銭債務 １７，９４６ 百万円
　　関係会社に対する長期金銭債務 １００ 百万円
(3) 取締役に対する短期金銭債権 １２，００３ 百万円
　　取締役に対する短期金銭債務 ９ 百万円
なお、上記金銭債権債務は当社取締役が代表取締役を兼務している宇部三菱セメント㈱に対す
るものである。

(4) 担保に供している資産
有 ・ 無 形 固 定 資 産 １１２，３７９ 百万円
投 資 有 価 証 券 ８，４００ 百万円
(5) 商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額は１０，６２８百万円である。
(6) 保 証 債 務 等 ４３，５１４ 百万円
(7) 特別修繕引当金、役員退職慰労引当金及び関連事業損失引当金は、商法施行規則第４３条の引当
金である。

(8) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

４．損益計算書関係
(1) 当期減価償却実施額 １６，３４１ 百万円
(2) 関係会社への売上高 ９４，６９７ 百万円
(3) 関係会社からの仕入高 ５６，２８４ 百万円
(4) 関係会社との営業取引以外の取引高 ５，７６９ 百万円
(5) 一株当たりの当期純利益 　　　　　 ８円 ４９銭
(6) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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利　益　処　分　案

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

（ 当 期 未 処 分 利 益 の 処 分 ）                  

当 期 未 処 分 利 益

任　意　積　立　金　取　崩　額

　　特 別 償 却 積 立 金

　　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

　　
計

11,861,411,620

1,586,000,000

56,000,000

1,530,000,000

13,447,411,620

こ れ を 次 の と お り 処 分 す る 。                  

利 益 配 当 金

（1 株につき３円）

取 締 役 賞 与 金

監 査 役 賞 与 金

任 意 積 立 金 積 立 額

　　別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

3,026,156,748

28,410,000

6,270,000

7,000,000,000

7,000,000,000

3,386,574,872

（ そ の 他 資 本 剰 余 金 の 処 分 ）                  

そ の 他 資 本 剰 余 金 3,515,068,407

こ れ を 次 の と お り 処 分 す る 。                  

そ の 他 資 本 剰 余 金 次 期 繰 越 額 3,515,068,407

　円　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　円
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平成18年５月８日

独立監査人の監査報告書

宇部興産株式会社
取  締  役  会　御中

　当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条第１項

の規定に基づき、宇部興産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの

第100期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会

計に関する部分に限る。）及び利益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限

る。）について監査を行った。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象

とした会計に関する部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち

会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社に

対する監査手続を含んでいる。

　監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。

(1) 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況

を正しく示しているものと認める。

(2) 営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状況

を正しく示しているものと認める。

(3) 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。

(4) 附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘す

べき事項はない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以　上

会計監査人監査報告書謄本       

　　　　公認会計士　渡　邉　和　紀

　　　　公認会計士　小 野 隆 良       

　　　　公認会計士　成 田 智 弘       

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員
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１. 監査役の監査の方法の概要

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等

に従い監査いたしました。

　監査の方法については、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役等から営

業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査し、子会社については、必要に応じてその営業、業務並びに財産に関す

る報告及び説明を受けました。また、会計監査人の独立性を監視し、会計監査人から報告

及び説明を受け、計算書類及び附属明細書につき検討を加えました。

　取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、子

会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等に関しては、上記の

監査の方法のほか、必要に応じて取締役等から報告を求め、詳細に調査いたしました。

２. 監査の結果

(1) 会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(2) 営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

(3) 利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘すべき事項は認

められません。

(4) 附属明細書は､記載すべき事項を正しく示しており､指摘すべき事項は認められません。

(5) 取締役の職務遂行に関しては、子会社についての職務を含め、不正の行為又は法令も

しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

　なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益

供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等について

も取締役の義務違反は認められません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年５月10日

監 査 報 告 書

監査役会監査報告書謄本

　当監査役会は、平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第100期営業年度の取締役の

職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

宇部興産株式会社 監査役会

　　　常任監査役(常勤) 池 田 　 浩

　　　常任監査役(常勤) 樫 部 正 樹

　　　常任監査役(常勤) 山 中 和 郎
　　　 監　査　役 瀧 本 博 志

　（注）　監査役山中和郎及び監査役瀧本博志は、旧「株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。

以　上
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１．総株主の議決権の数　　　 ９９７，２７０個

２．議案および参考事項

　第１号議案　第１００期利益処分案承認の件

　　　議案の内容は、添付書類の利益処分案(２５頁)に記載のとおりであります。

　　　当期は業績が回復してまいりましたので、利益配当金を１株につき

３円（前期は１株につき２円）とさせていただきたいと存じます。

　　　役員賞与につきましては、取締役賞与金２，８４１万円（うち社外取締役

２４０万円）および監査役賞与金６２７万円を計上させていただきたいと存じ

ます。現在、取締役は８名（うち社外取締役２名）、監査役は４名であり

ます。なお各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取

締役会に、監査役については監査役の協議によることといたしたいと存じ

ます。

　第２号議案　定款一部変更の件

　　１．変更の理由

　　　「会社法」（平成１７年法律第８６号）、「会社法の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律」（平成１７年法律第８７号）が平成１８年５月１日に施行さ

れたことにより、単元未満株式についての権利、株主総会参考書類等のイ

ンターネット開示とみなし提供の規定を新設するなど、条文の新設、削除、

移設その他の修正ならびに条数および字句の変更を行うものであります。

また、電子公告制度を導入するものであります。

　　２．変更の内容

変更内容は次のとおりであります。
（下線は変更部分）

現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

第１章　　総　則

（商号）

第１条　　（省　　略）

第１章　　総　則

（商号）

第１条　　（現行どおり）

議決権行使についての参考書類
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現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

（目的）

第２条　　（省　　略）

（本店の所在地）

第３条　　（省　　略）

　　　　　（新　　設）

（公告の方法）

第４条　当会社の公告は東京都で発行する日本

経済新聞に掲載してこれを行う。

第２章　　株　式

（株式総数）

第５条　当会社の発行する株式の総数は33億株

とする。

　　　　　（新　　設）

　　　　　（第11条を移設）

（１単元の株式の数、単元未満株券の不発行）

第６条　当会社の１単元の株式の数は1,000株

とする。

　　当会社は１単元の株式の数に満たない株式

に係る株券を発行しない。但し株式取扱規

則に定めるところについてはこの限りでな

い。

（目的）

第２条　　（現行どおり）

（本店の所在地）

第３条　　（現行どおり）

（機関）

第４条　当会社は株主総会及び取締役のほか次

の機関を置く。

　 （１）　取締役会

　 （２）　監査役

　 （３）　監査役会

　 （４）　会計監査人

（公告方法）

第５条　当会社の公告方法は電子公告とする。

但し事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない

場合は、日本経済新聞に掲載してこれを行

う。

第２章　　株　式

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は33億株と

する。

（株券の発行）

第７条　当会社は株式に係る株券を発行する。

（自己の株式の取得）

第８条　当会社は会社法第165条第２項の規定

により取締役会の決議によって市場取引等

により自己の株式を取得することができ

る。

（単元株式数及び単元未満株券の不発行）

第９条　当会社の単元株式数は1,000株とす

る。

　　当会社は第７条の規定にかかわらず単元未

満株式に係る株券を発行しない。但し株式

取扱規則に定めるところについてはこの限

りでない。
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現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

　　　　　（新　　設）

（単元未満株式の買増）

第７条　当会社の単元未満株式を有する株主

（実質株主を含む。以下同じ。）は株式取

扱規則に定めるところにより、その単元未

満株式と併せて１単元の株式の数となるべ

き数の株式を売り渡すべき旨を請求するこ

とができる。

（名義書換代理人）

第８条　当会社は株式につき名義書換代理人を

置く。

　　名義書換代理人及びその事務取扱場所は取

締役会の決議により選定し、これを公告す

る。

　　当会社の株主名簿及び実質株主名簿並びに

株券喪失登録簿は名義書換代理人の事務取

扱場所に備え置き、株式の名義書換、実質

株主名簿への記載、質権の登録、信託財産

の表示、単元未満株式の買取及び買増、株

主（実質株主を含む。以下同じ。）として

の諸届出その他株式に関する事務は名義書

換代理人に取扱わせ、当会社においてはこ

れを取扱わない。

（株式取扱規則）

第９条　当会社の株券の種類並びに株式の名義

書換、実質株主名簿への記載、質権の登

録、信託財産の表示、単元未満株式の買取

及び買増、株主としての諸届出その他株式

に関する取扱及び手数料は取締役会で定め

る株式取扱規則による。

（単元未満株式についての権利）

第10条　当会社の株主（実質株主を含む。以下

同じ。）はその有する単元未満株式につい

て次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができない。

　 （１）　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　 （２）　会社法第166条第１項の規定による請

求をする権利

　 （３）　株主の有する株式数に応じて募集株式

の割当て及び募集新株予約権の割当て

を受ける権利

　 （４）　次条に定める請求をする権利

（単元未満株式の買増）

第11条　当会社の株主は株式取扱規則に定める

ところにより、その有する単元未満株式の

数と併せて単元株式数となる数の株式を売

り渡すことを請求することができる。

（株主名簿管理人）

第12条　当会社は株主名簿管理人を置く。

　　株主名簿管理人及びその事務取扱場所は取

締役会の決議によって定め、これを公告す

る。

　　当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。

以下同じ。）、新株予約権原簿及び株券喪失

登録簿の作成並びに備置きその他の株主名

簿、新株予約権原簿及び株券喪失登録簿に

関する事務は、これを株主名簿管理人に委

託し、当会社においてはこれを取扱わな

い。

（株式取扱規則）

第13条　当会社の株式に関する取扱い及び手数

料は、法令又は本定款に定めるもののほ

か、取締役会において定める株式取扱規則

による。
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現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

（基準日）

第10条　当会社は毎決算期（毎年３月31日）

の株主名簿及び実質株主名簿に記載ある最

終株主を以てその期の定時株主総会に於て

株主の権利を行使すべき株主と看做す。

　　前項のほか必要あるときは予め公告し、一

定の日時に於て株主名簿及び実質株主名簿

に記載ある株主を以てその権利を行使すべ

き株主と看做す。

（自己株式の取得）

第11条　当会社は商法第211条ノ３第１項第２

号の規定により、取締役会の決議を以て自

己株式を買受けることができる。

第３章　　株主総会

（株主総会開催の時期）

第12条　　（省　略）

　　　　　（新　設）

（株主総会の議長）

第13条　株主総会の議長は取締役社長がこれに

当る。社長に事故あるときは予め取締役会

の定めた順序に従い他の取締役がこれに代

る。

　　　　　（新　設）

　　　　　（削　除）

　　　　　（第８条へ移設）

第３章　　株主総会

（招集）

第14条　　（現行どおり）

（定時株主総会の基準日）

第15条　当会社の定時株主総会の議決権の基準

日は毎年３月31日とする。

（招集権者及び議長）

第16条　株主総会は取締役社長がこれを招集

し、議長となる。社長に事故あるときは予

め取締役会の定めた順序に従い他の取締役

がこれに代る。

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）

第17条　当会社は株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類及び連

結計算書類に記載又は表示をすべき事項に

係る情報を、法務省令で定めるところに従

いインターネットを利用する方法で開示す

ることにより、株主に対して提供したもの

とみなすことができる。
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現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

（決議の方法）

第14条　株主総会の決議は出席した株主の議決

権の過半数を以てこれを行う。

　　商法第343条に定める特別決議は総株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席

してその議決権の３分の２以上を以てこれ

を行う。

（議決権の代理行使）

第15条　株主は当会社の議決権を有する他の株

主を代理人として議決権を行使することが

できる。但し株主又は代理人は委任状を当

会社に差出さなければならない。

第４章　　取締役及び取締役会

（取締役の選任）

第16条　当会社の取締役は15名以内とし、株主

総会でこれを選任する。

　　取締役の選任決議は総株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席してその議決

権の過半数を以てこれを行う。

　　取締役の選任については累積投票によらな

いものとする。

（取締役の任期）

第17条　取締役の任期は就任後２年内の最終の

決算期に関する定時株主総会終結のときま

でとする。

　　補欠又は増員として選任された取締役の任

期は他の在任取締役の任期の満了すべきと

きまでとする。

（代表取締役）

第18条　当会社を代表する取締役は５名以内と

し、取締役会の決議によりこれを定める。

　　代表取締役は各自会社を代表する。

（決議の方法）

第18条　株主総会の決議は、法令又は本定款に

別段の定めがある場合を除き、出席した議

決権を行使することができる株主の議決権

の過半数を以てこれを行う。

　　会社法第309条第２項に定める決議は、議

決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上を以てこれを行

う。

（議決権の代理行使）

第19条　株主は当会社の議決権を有する他の株

主１名を代理人として議決権を行使するこ

とができる。

　　株主又は代理人は株主総会ごとに代理権を

証明する書面を当会社に提出しなければな

らない。

第４章　　取締役及び取締役会

（取締役の員数及び選任）

第20条　当会社の取締役は15名以内とし、株主

総会でこれを選任する。

　　取締役の選任決議は議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数を

以てこれを行う。

　　取締役の選任決議は累積投票によらないも

のとする。

（取締役の任期）

第21条　取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまでとする。

　　補欠又は増員として選任された取締役の任

期は、在任取締役の任期の満了するときま

でとする。

（代表取締役）

第22条　当会社を代表する取締役は５名以内と

し、取締役会の決議により選定する。

　　代表取締役は各自会社を代表する。
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現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

（取締役の役名）

第19条　　（省　略）

（取締役会の招集通知）

第20条　取締役会の招集通知は会日より３日前

に各取締役及び各監査役に対してこれを発

する。

　　但し緊急の必要があるときはこの期間を短

縮することができる。

（取締役の報酬）

第21条　取締役の報酬は株主総会でこれを定め

る。

（社外取締役の責任限定契約）

第22条　当会社は商法第266条第19項の規定に

より、社外取締役との間に、同条第１項第

５号の行為による賠償責任を限定する契約

を締結することができる。但し当該契約に

基づく賠償責任の限度額は、商法第266条

第19項各号に定める金額の合計額を限度と

する。

（相談役、顧問）

第23条　　（省　略）

第５章　　監査役及び監査役会

（監査役の選任）

第24条　当会社の監査役は５名以内とし、株主

総会でこれを選任する。

　　監査役の選任決議は総株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席してその議決

権の過半数を以てこれを行う。

（監査役の任期）

第25条　監査役の任期は就任後４年内の最終の

決算期に関する定時株主総会終結のときま

でとする。

　　補欠として選任された監査役の任期は退任

した監査役の任期の満了すべきときまでと

する。

（取締役の役名）

第23条　　（現行どおり）

（取締役会の招集通知）

第24条　取締役会の招集通知は会日より３日前

までに各取締役及び各監査役に対してこれ

を発する。

（取締役の報酬等）

第25条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上の利

益（以下、「報酬等」という。）は株主総会

の決議によってこれを定める。

（社外取締役の責任限定契約）

第26条　当会社は会社法第427条第１項の規定

により、社外取締役との間に、同法第423

条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

することができる。但し当該契約に基づく

賠償責任の限度額は、法令の定める最低責

任限度額とする。

（相談役、顧問）

第27条　　（現行どおり）

第５章　　監査役及び監査役会

（監査役の員数及び選任）

第28条　当会社の監査役は５名以内とし、株主

総会でこれを選任する。

　　監査役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数

を以てこれを行う。

（監査役の任期）

第29条　監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまでとする。

　　任期の満了前に退任した監査役の補欠とし

て選任された監査役の任期は、退任した監

査役の任期の満了するときまでとする。



― 34 ―

現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

　　　　　（新　設）

（監査役会の招集通知）

第26条　監査役会の招集通知は会日より３日前

に各監査役に対してこれを発する。

　　但し緊急の必要があるときはこの期間を短

縮することができる。

（監査役の報酬）

第27条　監査役の報酬は株主総会でこれを定め

る。

第６章　　計　算

（営業年度）

第28条　当会社の営業年度は毎年４月１日より

翌年３月31日までとする。

（利益金の処分）

第29条　当会社の利益金は株主総会の決議を以

て処分する。但し法令に定めあるものはこ

れによる。

（利益配当金）

第30条　当会社の利益配当金は毎年３月31日現

在の株主名簿及び実質株主名簿によりこれ

を支払う。

（中間配当）

第31条　当会社は取締役会の決議に基づき毎年

９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿

により商法第293条ノ５の規定による金銭

の分配（以下中間配当という。）を行うこ

とができる。

（転換社債の転換の時期）

第32条　転換社債の転換により発行した株式に

対する最初の利益配当金又は中間配当金

は、転換の請求が４月１日より９月30日ま

でになされたときは４月１日に、10月１日

より翌年３月31日までになされたときは

10月１日にそれぞれ転換があったものと看

做してこれを支払う。

（常勤の監査役）

第30条　監査役会は、監査役の中から常勤の監

査役を選定する。

（監査役会の招集通知）

第31条　監査役会の招集通知は会日より３日前

までに各監査役に対してこれを発する。

（監査役の報酬等）

第32条　監査役の報酬等は株主総会の決議によ

ってこれを定める。

第６章　　計　算

（事業年度）

第33条　当会社の事業年度は毎年４月１日より

翌年３月31日までとする。

（剰余金の処分）

第34条　当会社の剰余金は株主総会の決議を以

て処分する。但し法令に定めあるものはこ

れによる。

（剰余金の配当の基準日）

第35条　当会社の期末配当の基準日は毎年３月

31日とする。

（中間配当）

第36条　当会社は取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として会社法第454条第

５項に定める剰余金の配当（中間配当）を

することができる。

　　　　　（削　除）



― 35 ―

現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

（利益配当金等の除斥期間）

第33条　利益配当金及び中間配当金は支払開始

の日より満５年を経過してもその受領がな

いときは当会社は支払の義務を免れるもの

とする。

（期末配当金等の除斥期間）

第37条　期末配当金及び中間配当金は支払開始

の日より満５年を経過してもその受領がな

いときは当会社は支払の義務を免れるもの

とする。

　第３号議案　補欠社外監査役１名選任の件

　　　社外監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠

社外監査役１名の選任をお願いするものであります。

　　　候補者は次のとおりであります。

氏　　　　名

生 年 月 日      

略　　　　　　　　　　　歴

・他の会社の代表者であるとき

　　の社名　役職名

所有する

当社株式

の数の数

今　 泉　 敏　 栄
昭和１２年７月２０日生

昭和44年12月　昭和監査法人（現 新日本監査法人）入所
昭和51年２月　昭和監査法人（現 新日本監査法人）代表社員
平成15年６月　新日本監査法人退職
平成17年１月　エスエヌコーポレートアドバイザリー株式会社監査役
　　　　　　　現在に至る

3,000株

　第４号議案　故取締役常見和正氏に弔慰金贈呈の件

　　　平成１８年３月１３日に逝去されました故取締役常見和正氏に対し、その

在任中の功労に報いるため退職慰労金に代えて弔慰金を、当社の一定の基

準にしたがい在職年数、功績等を勘案した妥当な範囲内において贈呈いた

したいと存じます。

　　　なお、具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと

存じます。

　　　略歴は次のとおりであります。

氏 名 略　　　　　　　　　　　　　歴

常 　 見 　 和 　 正

平成５年６月　当社取締役
平成９年６月　当社常務取締役

平成10年６月　当社専務取締役

平成11年６月　当社代表取締役社長
平成15年６月　当社取締役会長兼代表取締役社長

平成17年６月　当社取締役会長

平成18年３月　逝去
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　第５号議案　取締役および監査役に対し退職慰労金制度廃止に伴う

　　　　　　　打ち切り支給の件

　　　当社は、株主への説明責任を果たし透明性を一層高めるとともに株主と

の価値共有を図るため役員処遇制度を改訂し、退職慰労金制度については

廃止することといたしました。

　　　これに伴い、在任中の取締役および監査役に対し退職慰労金を当社の一

定の基準にしたがい在職年数、功績等を勘案した妥当な範囲内において打

ち切り支給いたしたいと存じます。

　　　なお、支給の時期は各氏の退任時とし、具体的金額、方法等は取締役に

ついては取締役会に、監査役については監査役の協議にご一任願いたいと

存じます。ただし、取締役の場合は、取締役、執行役員のいずれをも退任

した時に支給するものといたします。

　　　社外取締役についても、他の取締役同様といたしたいと存じます。現在、

取締役は８名（うち社外取締役２名）、監査役は４名であります。

　　　各氏の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略　　　　　　　　　　　　　歴

田 　 村 　 浩 　 章

平成９年６月　当社取締役
平成11年６月　当社常務取締役

平成13年６月　当社専務執行役員

平成15年６月　当社取締役（専務待遇）、専務執行役員
平成17年６月　当社代表取締役社長

　　　　　　　現在に至る

千 　 葉 　 泰 　 久

平成９年６月　当社取締役

平成13年６月　当社常務執行役員

平成15年６月　当社取締役（専務待遇）、専務執行役員
平成17年６月　当社代表取締役、副社長執行役員

　　　　　　　現在に至る

岡 　 田 　 和 　 彦

平成11年６月　当社取締役

平成13年６月　当社取締役（常務待遇）、常務執行役員

平成15年６月　当社取締役（専務待遇）、専務執行役員
平成17年６月　当社代表取締役、副社長執行役員

　　　　　　　現在に至る
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氏 名 略　　　　　　　　　　　　　歴

松 　 本 　 　 　 卓

平成11年６月　当社取締役
平成13年６月　当社常務執行役員

平成15年６月　当社取締役（専務待遇）

平成17年６月　当社取締役
　　　　　　　現在に至る

古 　 川 　 陽 　 道
平成17年６月　当社取締役、専務執行役員
　　　　　　　現在に至る

宇 　 野 　 雅 　 夫
平成17年６月　当社取締役、常務執行役員

　　　　　　　現在に至る

松 　 本 　 善 　 臣
平成17年６月　当社社外取締役

　　　　　　　現在に至る

元 　 田 　 充 　 隆
平成17年６月　当社社外取締役
　　　　　　　現在に至る

池 　 田 　 　 　 浩
平成15年６月　当社常任監査役

　　　　　　　現在に至る

樫 　 部 　 正 　 樹
平成16年６月　当社常任監査役

　　　　　　　現在に至る

山 　 中 　 和 　 郎
平成17年６月　当社常任監査役
　　　　　　　現在に至る

瀧 　 本 　 博 　 志
平成17年６月　当社監査役

　　　　　　　現在に至る
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　第６号議案　取締役に対するストックオプション報酬等の額および
　　　　　　　内容決定の件

　　　当社は、退職慰労金制度の廃止に伴い、社外取締役を除く取締役に対し、

退職慰労金相当額の半分を目途に相応額を既に業績連動型に移行している

月額報酬に加算し、残りについて、株価との連動性を高め株主と利害を一

致させることにより、株価上昇および業績向上への意欲や士気を高めるこ

とを目的として、新株予約権（行使することにより交付を受けることがで

きる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）を１円と

する新株予約権）を割当てたいと存じますが、会社法（平成１７年法律

第８６号）施行により、ストックオプションとして取締役に割当てられる

新株予約権は、取締役の報酬等の一部であると位置づけられることとなり

ました。

　　　つきましては、当社の取締役の報酬等の額は平成元年６月２９日開催の

第８３回定時株主総会において、月額６，０００万円以内とする旨のご承認を

いただいておりますが、当該報酬月額とは別に、ストックオプションとし

て社外取締役を除く取締役に割当てる新株予約権に関する報酬等の額およ

び内容につき、ご承認をお願いするものであります。現在、取締役は８名

（うち社外取締役２名）であります。

　　　なお、社外取締役には、独立性確保のためストックオプションを割当て

ず、退職慰労金相当額を月額報酬に加算いたします。

　　１．ストックオプションとして取締役に割当てる新株予約権に関する報

酬等の額

　　　　年額１億円以内とする。

　　2．ストックオプションとして取締役に割当てる新株予約権の内容

　　　(1) 新株予約権の総数並びに目的である株式の種類および数

　各新株予約権の目的である株式数（以下、「付与株式数」とい

う。）は１，０００株とし、新株予約権の総数は１８０個を各事業年度に

係る定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権の

数の上限とする。

　新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、その数は

１８万株を各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に

発行する新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる株式数の上限とする。
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　なお当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株

式無償割当てを含む。）または株式併合等を行うことにより、株式

数の調整をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を

行うものとする。

　　　(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価

額１円に付与株式数を乗じた金額とする。

　　　(3) 新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権を割当てる日より２５年以内とする。

　　　(4) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議

による承認を要するものとする。

　　　(5) 新株予約権の行使の条件

①　上記(3)の期間内において、新株予約権者は、原則として当社

の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日か

ら８年間に限り新株予約権を行使することができるものとする。

②　その他の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募

集事項を決定する取締役会において定める。

　第７号議案　監査役の報酬等の額改訂の件

　　　当社の監査役の報酬等の額は平成元年６月２９日開催の第８３回定時株主

総会において、月額６００万円以内とする旨のご承認をいただいております

が、退職慰労金制度の廃止に当たり、独立性の確保のため監査役にはスト

ックオプションを割当てませんので、退職慰労金相当額を月額報酬に加算

いたしたいと存じます。

　　　つきましては、監査役の報酬等の額を月額８００万円以内に増額すること

といたしたく改訂をお願いするものであります。現在、監査役は４名であ

ります。

以　　上




